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（写真）外国資産管理局（OFAC）制裁情報 “１月２８日 米国政府が PDVSA を制裁リストに追加” 

 

 

２０１９年１月２８日（月曜） 

 

政 治                     

「グアイド議長 外国の資産を管理すると宣言 

～PDVSA、Citgo の役員任命を検討～」 

「在マイアミ領事 マドゥロ政権から離反」 

経 済                     

「米国政府 PDVSA への制裁発動 

～コロンビアに米国軍５，０００人派遣？～」 

「中央銀行も Interbanex に参加可能？」 

「８８回目 DICOM １ドル BsS.３，２９９．１２」 

社 会                     

「世論調査 ８３％は経済情勢ネガティブに評価」 

２０１９年１月２９日（火曜） 

 

政 治                    

「国会 リマグループ各国の代表大使を任命」 

「検察庁・最高裁 グアイド議長に懲罰的措置」 

「マドゥロ大統領 軍部に忠誠を求める」 

「米国政府 危険レベル４に引き上げ」 

経 済                    

「ロシア財務次官 債務返済に懸念表明」 

「ロシア石油会社 PDVSA との契約停止」 

「中央銀行 為替介入措置を発表 

～１ドル BsS.３，３００前後で安定させる～」 

「マージン預金準備率を１００％に引き上げ」 
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２０１９年１月２８日（月曜）             

政 治                       

「グアイド議長 外国の資産を管理すると宣言     

    ～PDVSA、Citgo の役員任命を検討～」       

 

１月２８日 グアイド議長は、外国にあるベネズエラ政

府の資産の管理を引き受けるとの意向を表明した。 

 

米国を中心に米州主要国はグアイド議長をベネズエラ

の大統領と認識すると宣言。 

 

米国のボルトン大統領補佐官（国家安全保障問題担当）

は米国域内にあるベネズエラ政府の資産はグアイド議

長のコントロール下にあるとコメントしていた（「ベネ

ズエラ・トゥデイ No.244」１月２４日付の記事参照）。 

 

「本日をもってベネズエラの外国にある資産を我々の

コントール下に置く作業を始める。強奪者と犯罪者集団

は空の鍋を引っ掻き回してお金を探すことになる。」 

と宣言。 

 

英国銀行に対して、同国に保管されている GOLD を外

国に移動させないよう要請した。１月２５日 

「Bloomberg」は、ベネズエラ政府が英国銀行に保管し

ている１２億ドルの GOLD の引き出しを試みたが、英

国銀行がこれを拒んだと報じている（「ベネズエラ・ト

ゥデイ No.245」１月２５日付の記事参照）。 

 

また、PDVSA と PDVSA の米国子会社 Citgo について

も役員の任命を検討しているとコメントした。 

 

「我々はPDVSAとCitgoのボードメンバーの任命手続

きを進めている。暗黒の石油産業を立ち直らせなければ

いけない。Citgo は今後も我々の資産であり続ける。」 

と発言した。 

 

「在マイアミ領事 マドゥロ政権から離反」         

 

米国在住のベネズエラ人ジャーナリスト、カルラ・アン

ゴラ氏は、在米国ベネズエラ領事館（マイアミ）のスカ

ーレット・サラサール領事がグアイド議長をベネズエラ

の暫定大統領と認める宣言をネットで公開した。 

 

スカーレット領事は、 

「私、スカーレット・サラサールは憲法規定に従いファ

ン・グアイド議長をベネズエラの暫定大統領と認識する。 

 

これは１８年超の外交官としてのキャリアと民主主義

を順守する倫理観からの発言だ。私は在マイアミ領事館

で引き続き領事サービスを継続する。 

 

他国の外交官に対して、民主主義の原則に従いマドゥロ

政権を否定するよう求める。」と発言した。 

 

１月２４日 トランプ大統領がグアイド議長をベネズ

エラの大統領だと認識したことを受けて、マドゥロ大統

領は米国にある大使館、領事館から外交官を引き上げる

と発表した。 

既にワシントンのベネズエラ大使館は事務所を閉鎖し

ていると報じられている。 

 

 

（写真）カルロス・アンゴラ氏ツイッター抜粋 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/3fbb1ba39a071116cdb63d81ef5d2455.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/3fbb1ba39a071116cdb63d81ef5d2455.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0b536c59810e1ba6e7e5a28666e68247.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0b536c59810e1ba6e7e5a28666e68247.pdf


 VENEZUELA TODAY 
２０１９年１月２８日～１月２９日報道            No.２４６   ２０１９年１月３０日（水曜） 

3 / 8 

 

経 済                        

「米国政府 PDVSA への制裁発動          

 ～コロンビアに米国軍５，０００人派遣？～」           

 

１月２８日  米国の外国資産管理局（OFAC）は、

PDVSA に対する制裁を発動した。 

 

数週間前から、米国政府が石油産業に制裁を科すと噂さ

れていたが、ついに現実となった。 

 

制裁の具体的な内容について不明点は多いものの、取引

自体を厳しく制限するものではなさそうだ。 

 

米国司法域内の米国企業・個人は、PDVH（PDV 

Holdings）・Citgo などとの取引は原則ライセンスが必要

になるが、この制裁と同時に Citgo など PDVSA 関係者

との取引には時限的な承認を出している。この許可は１

９年７月２７日まで有効。 

 

また、Citgo も事業に必要不可欠な場合は PDVSA およ

び PDVSA 関係会社からの原油・原油製品の購入が時限

的に可能。この許可は１９年４月２８日まで有効。 

 

また、「Chevron Corporation」 

「Halliburton」 

「Schlumberger Limited」 

「Baker Huge, GE Company」 

「Weatherford International, Pcblic Limited Company」 

の５社は時限的に PDVSA が関与する取引を行うこと

が出来る。この許可は１９年７月２７日まで有効。 

 

ベネズエラに事業体がある米国法人は人道的あるいは

不可欠な目的であれば、PDVSA あるいは PDVSA５

０％以上の株式を持つ会社から石油製品を購入するこ

ともできる。 

 

 

また、PDVSA およびその関係会社とのメンテナンスサ

ービスなども時限的に許可している。この許可は、１９

年３月２９日まで有効、など。 

 

この記述を見ると多くの取引が許可されており、今回の

制裁は大きな影響がないように見えるが実際はそんな

ことはなさそうだ。 

 

最も大きな問題は、「米国企業はベネズエラから原油な

どを購入できるが、購入時の支払いは米国にある凍結口

座に入金される」というものだ。 

 

つまり、PDVSA は米国に商品を販売しても、その代金

を使用することが出来ないと思われる。 

 

凍結口座に入金されることを知りながら、わざわざ米国

向けに原油を輸出するとは考えにくく、PDVSA は短い

期間で新たな市場を探さなくてはならないだろう。 

 

また、ベネズエラ産原油の輸入は可能だが、米国からの

原油・石油製品輸出は原則禁止される。 

ベネズエラで産出される原油の多くは純度の低い原油

で、ガソリンなど石油製品に換えるためにはナフサなど

で希釈する必要がある。 

 

米国から希釈油の輸入が出来なくなれば、ベネズエラで

は短期的に相当なガソリン不足が起きると考えられる。 

 

なお、米国のボルトン大統領補佐官（国家安全保障問題

担当）は、今回の制裁について発表している際、片手に

１冊のノートを持っていた。 

 

そのノートに「コロンビアに軍人５，０００名」と書か

れていたことが発覚。米国政府はベネズエラ問題でコロ

ンビアへ米国軍を派遣するつもりなのかとマスコミに

報じられている。 
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この問題が報じられた翌１月２９日に米国の軍部高官

ギジェルモ・ボテロ氏がコロンビアを訪問している。 

 

ボテロ氏は、記者に「コロンビアに軍人５０００人」の

意味を聞かれると、「この問題については回答しない」

と回答を拒否した。 

 

なお、コロンビアのトゥルヒージョ外相は、ボルトン氏

が書いていた「コロンビアに軍人５０００人」というメ

モ書きについて、「何も知らない」とコロンビア政府は

認識していないと説明した。 

 

本当に軍事介入を検討しているのかもしれないが、マド

ゥロ政権に圧力をかけるため、ボルトン大統領補佐官が

敢えて記者らに見えるようにしたのかもしれない。 

 

 

（写真）Venepress ボルトン大統領補佐官 

“ノートのメモ書きに「コロンビアに軍人５０００名」” 

 

「中央銀行も Interbanex に参加可能？」         

 

１月２７日  ベネズエラ中央銀行はツイッターで

「Interbanex」をベネズエラの為替システムとして認め

ると発表した（「ベネズエラ・トゥデイ No.245」１月２

６日～２７日付の記事参照）。 

 

なお、Interbanex の詳細は「ウィークリーレポート

No.82」で紹介している。 

 

 

１月２８日  ベネズエラ中央銀行は利用者として

「Interbanex」に参加する可能性があると報じられてい

る。 

 

取引最小単位は１０ユーロと同等の金額から。実際はユ

ーロ建ての取引は出来ず、ボリバル対ドルの取引しかで

きない。 

 

「８８回目 DICOM １ドル BsS.３，２９９．１２」                  

 

１月２８日、８８回目の DICOM が行われた。 

DICOM レートは１ドル BsS.３，２９９．１２。  

１月２５日の１ドル BsS. ２，０８４．３９から大幅に

ボリバル安に傾いた。  

 

並行レートの参考サイト「Dolar Today」の１月３０日

時点のレートは１ドル BsS.３，１９６．１２。 

一気に並行レートを追い抜いた格好だ。 

なお、Interbanex の参考レートも１ドル BsS.３，２００

で並行レートと一致した。 

 

今回の DICOM の外貨供給額は少なく、ドル建てで３

０万１，８２２．６５ドル。 

外貨割り当ては、法人８社に対してドル建てで１３万５，

９１９．８７ドル、個人３２６名に対してドル建てで１

６万５，９０２．７８ドルが割り当てられた。  

 

割り当て金額が最も多かった法人は、食品メーカーの

「Savrina Company」で５万３，８００ユーロ。完成品

輸入が目的。  

 

２番目が「Adbu Electronic」で４万１，９９０ユーロ。

完成品輸入が目的だった。 

 

３番目が通信業の「Corporacion Omega ３０００」で

１万ドル。原材料輸入が目的。  

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0b536c59810e1ba6e7e5a28666e68247.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/5762ca9247e98566457cc0cff3d412e1.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/5762ca9247e98566457cc0cff3d412e1.pdf
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社 会                       

「世論調査 ８３％は経済情勢ネガティブに評価」            

 

米国ワシントンを拠点とするシンクタンク「Pew 

Research Center」は、ベネズエラ人を対象にアンケート

調査を実施。結果を公表した。 

 

記事では、「アンケート回答者の３分の１しかマドゥロ

政権を信頼しておらず、３９％はマドゥロ政権を全く信

じていない」と書かれているが、３分の１（回答者の３

３％）も信頼していることの方が意外ではないか。 

 

また、学生など若年層の方がマドゥロ政権への拒絶率が

高いことが確認された。 

 

ベネズエラの経済情勢についての調査では、回答者の８

３％はネガティブに評価。中でも「とても悪い」と回答

したのは全体の６０％に達した。 

 

経済情勢についての評価について、１８歳～２９歳の若

い世代は８６％がネガティブに評価しており、経済に対

する評価では他の年代とあまり差が無かった。 

 

また、どの政党を支持しているかでも経済情勢に対する

見方が異なる。 

 

与党支持者の方が概して経済情勢に対する評価はポジ

ティブで、１０人に６人は経済情勢が悪いと回答してい

る。 

 

他方、野党支持者の１０人に９人は経済情勢が悪いと評

価している。 

 

 

 

 

 

２０１９年１月２９日（火曜）             

政 治                       

「国会 リマグループ各国の代表大使を任命」        

 

１月２８日 国会はリマグループ主要国に対してベネ

ズエラ代表大使８名を任命した。 

 

コロンビア、カナダ、米国、ペルー、チリ、エクアドル、

パナマの７カ国にそれぞれ大使を置き、リマグループの

代表大使としてフリオ・ボルヘス元国会議長を任命した。 

 

以下、下の写真の左上から右に向かって名前と担当国を

紹介する。 

 

・ウンベルト・カルデロン（コロンビア） 

・フリオ・ボルヘス（リマグループ） 

・オーランド・ビエラ（カナダ） 

・カルロス・ベッキオ（米国） 

・カルロス・スクル（ペルー） 

・グアレンケナ・グティエレス（チリ） 

・ソラ・キンテロ（エクアドル） 

・ファビオラ・サバレセ（パナマ） 

 

 

（写真）Maduradas 
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「検察庁・最高裁 グアイド議長に懲罰的措置」           

 

１月２９日 タレク・ウィリアム・サアブ検事総長は最

高裁に対して、グアイド議長に対する懲罰措置を講じる

よう求めた。 

 

「我々はグアイド氏に対して２つの予防的措置を求め

る。１つは、グアイド氏に国外移動の禁止措置を取るこ

と、２つ目はグアイド氏の資産を凍結すること。」 

と発表した。 

 

サアブ検事総長の求めを受けて、マイケル・モレノ最高

裁判長は、グアイド議長に対して、国外移動の禁止およ

び資産凍結措置を発表した。 

 

今回のグアイド議長への懲罰措置は最高裁判事の中で

も意見が分かれたようだ。 

 

同日、最高裁のダニロ・モヒカ判事は、グアイド議長へ

の懲罰措置について、「棄権した」との見解をツイッタ

ーで表明した。 

 

また、マリセラ・ゴドイ最高裁判事もグアイド議長への

懲罰措置について、「サアブ検事総長の求めを受けた措

置について、判事の中で議論されなかった」として、投

票時に棄権したとツイッターに投稿した。 

 

 

（写真）ダニロ・モヒカ判事ツイッター 

 

 

 

（写真）マリセラ・ゴドイ判事のツイッター 

 

「マドゥロ大統領 軍部に忠誠を求める」         

 

グアイド議長率いる野党が軍部に対してマドゥロ政権

からの離反を求める一方で、マドゥロ大統領は軍部の忠

誠を求める活動が増えている。 

 

１月２９日 マドゥロ大統領はアラグア州のリベルタ

ドール基地を訪れ、軍人らを前に、 

「ボルトンのノートには、コロンビアに５０００名の軍

人を派遣すると書かれていた。これは幼稚な脅し行為で

外交とも言えない。プロフェッショナルの軍人は米国帝

国主義の罠に陥らない。憲法と祖国のために尽くしてほ

しい。」とマドゥロ政権への恭順を求めた。 

 

 

（写真）国営報道局“軍人と一緒に走るマドゥロ大統領“ 
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マドゥロ大統領は１月に入ってから軍人向けのイベン

トに頻繁に参加している。 

 

軍部が離反すれば、マドゥロ政権はすぐに崩壊すると言

われており、マドゥロ大統領自身もその可能性を懸念し

ていることが伺える。 

 

「米国政府 危険レベル４に引き上げ」         

 

１月２９日 米国政府はベネズエラの危険レベルを「レ

ベル４（渡航してはいけない）」に引き上げた。 

 

米国政府は危険レベルを４段階で評価しているようで、

レベル４は最も高い水準になる。米国がレベル４に指定

している国はシリアやイエメンなど。他方、渡航自体を

禁止しているわけではない。 

 

治安面で言えば、１７年の反政府デモも十分に危険な状

態だったと考えている。現時点で言えば１７年の方が反

政府デモは荒れていた印象。 

１月２４日の時点で米国の大使館の人員は縮小してお

り、大使館が緊急事態に対応できないため、米国政府は

危険レベルを引き上げたのかもしれない。 

 

 

（写真）米国国務省 渡航レベル案内 

 

経 済                       

「ロシア財務次官 債務返済に懸念表明」            

 

１月２９日 ロシアの Serguei Storchak 財務次官は、米

国によるベネズエラへの制裁措置を受けて、ロシア政府

がベネズエラに融資している３０億ドルの返済に影響

を及ぼす懸念を表明した。 

 

Serguei 財務次官は、ベネズエラへの融資について、３

月と９月の年２回の返済が決まっていると発言。 

現状は支払いスケジュールの遅延は起きていないとコ

メントした。 

 

また、今後のベネズエラ情勢については軍部の対応次第

との見解を示した。 

「すべては軍隊にかかっている。彼らが自身の義務と宣

言に忠実かどうかだ。これ以上の予想は難しい。という

より不可能だ。」と回答した。 

 

同日、ロシアの大統領府報道官は米国政府による

PDVSA への制裁について「違法行為」と言及。 

「国際法の枠組みをもって、我々の可能な範囲でマドゥ

ロ政権の利害を擁護する」と回答した。 

 

「ロシア石油会社 PDVSA との契約停止」         

 

マドゥロ政権を擁護する趣旨の発言をしたロシア政府

だが、企業単位で言えば必ずしもマドゥロ政権を守る立

場にはないようだ。 

 

米国「Wall Street Journal」の Anatoly Kurmanaev 記者

は、自身のツイッターで 

「PDVSA に対して希釈油を輸出するルクオイルは、

PDVSA との契約を凍結した。 

Moscu Corp も、マドゥロのために金融システムの使用

禁止リスクを容認する意思は無い。 
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PDVSAの資料によるとベネズエラには１０日分のガソ

リンしか保管されていない。早急に供給者を見つけなけ

ればカオスに陥る。 

 

イランが実施したような原油販売スキームを検討でき

るが、ベネズエラの能力は限られている（具体的にどの

ようなスキームを指しているのかは不明）。 

 

ルクオイルは PDVSA への供給を再開する可能性があ

る。しかし、彼らは制裁措置を受けないという保証と価

格的なメリットを要求するだろう。」 

と警鐘を鳴らした。 

 

「中央銀行 為替介入措置を発表           

 ～１ドル BsS.３，３００前後で安定させる～」              

 

１月２９日 ベネズエラ中央銀行は２つの決議につい

て発表した。 

 

１つは為替システムについて。 

 

中央銀行は為替システムに介入し、１ドル BsS.３，３０

０前後でレートを安定させるとの意志を示した。 

 

１ドル BsS.３，３００というのは１月２８日付けの

DICOM レートであり、２８日から始まった Interbanex

の参考レートおよび並行レートとほぼ同じ水準（本稿

「８８回目 DICOM １ドル BsS.３，２９９．１２」参

照）。 

 

これまで DICOM は並行レートに引きずられるように

ボリバル安に向かっていたが、同日からレート下落に歯

止めをかける可能性が見えてきた。 

 

 

 

 

発表文によると、為替レートに介入する理由は、 

「ハイパーインフレを抑制し、ベネズエラ国民の購買力

を保護するため。」としている。 

 

「マージン預金準備率を１００％に引き上げ」              

 

本稿「中央銀行 為替介入措置を発表」の２つ目の発表

は、預金準備率の引き上げ。 

 

１８年 9 月から何度も預金準備率を引き上げているが、

２月１１日から預金準備率を５７％に引き上げ、マージ

ン預金準備率を６０％から１００％に引き上げるとい

う。 

 

マージン預金準備率とは、直近１週間の間に増えた預金

を意味する。つまり、金融機関は直近１週間の預金増加

分は全て中央銀行に留保しなければいけないことにな

る。 

 

マージン預金準備に加えて、口座利用者預金総額の５

７％は中央銀行に留保する必要がある。 

 

つまり、ボリバルの市中への流通を制限することで並行

レートに資金が流れないようにする意図がある。 

 

他方、政府が無尽蔵な通貨発行を繰り返しているのは事

実。また、通貨当局に最も必要な国民からの信頼を欠い

ており、制度を変えても、根本的な政府の通貨政策が誤

っているため、インフレや為替レートの問題を解決でき

るかどうかは疑問が残る。 

 

以上 

 


